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 １　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

４　民　生　費 71,463,282 362,350 71,825,632 都支出金 362,350 １ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実に要する追加
 経費を計上 362,350
 (1)住民税非課税世帯等生活支援給付金（均等割のみ課税世
   帯及び子ども加算分）を計上 (362,350 )

歳出合計 174,570,749 362,350 174,933,099

 ２　繰越明許費補正

    追　    　加 （単位：千円）

款

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

４　民　生　費 ３　生活保護費 426,737

362,350

項 金　額

住民税非課税世帯等生活支援給付金（均等割のみ課税
世帯及び子ども加算分）

事　業　名

　　 議案第１７号
令和５年度港区一般会計補正予算（第９号）概要

令和６年２月７日 資料№３－２

保 健 福 祉 常 任 委 員 会
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 １　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

２　総　務　費 28,140,723 476,307 28,617,030 都支出金 41,534 １ 危機管理体制の強化に要する追加経費を計上 987
その他 506,336  (1)安全安心施設対策基金利子積立金を計上 (987 )

計 547,870 ２ コミュニティ活動に取り組む多様な主体への支援に要す
 る追加経費を計上 371,038
 (1)みなとパートナーズ基金積立金を計上 (371,000 )
 (2)みなとパートナーズ基金利子積立金を計上 (38 )

３ コミュニティ活動の場の提供に要する経費の減 △ 3,298
 (1)芝地区区民協働スペース管理運営の減 (△ 3,298 )

４ 多様な主体間の協働による文化芸術振興に要する追加経
 費を計上 311
 (1)文化芸術振興基金積立金を計上 (100 )
 (2)文化芸術振興基金利子積立金を計上 (211 )

５ 多様な暮らしを支える区政情報の発信に要する経費の減
 及び更正 △ 5,768
 (1)魅力ある区政情報の発信の減 (△ 5,768 )

６ 区民意見の区政への反映に要する経費の減 △ 5,982
 (1)区民の声センター運営の減 (△ 5,982 )

７ 基礎自治体として自主・自立した行財政運営の確立に要
 する経費の減 △ 4,468
 (1)港区版ふるさと納税の減 (△ 4,468 )

８ 便利な区民生活を実現する情報化の推進に要する経費の減 △ 926,328
 (1)基幹系業務システム保守・運用の減 (△ 126,173 )
 (2)行政情報システム標準化対応の減 (△ 394,015 )
 (3)行政サービスのプラットフォーム構築の減 (△ 22,000 )
 (4)デジタル社会の実現に向けたＩＣＴ推進の減 (△ 20,248 )
 (5)庁内情報機器等管理運用の減 (△ 349,868 )
 (6)ＡＩ・ＲＰＡによる業務効率化の推進の減 (△ 14,024 )

９ 地震などの自然災害の防災対策の充実に要する追加経費
 を計上 1,855,340
 (1)通信施設等維持管理の減 (△ 15,441 )
 (2)地域災害情報システム等構築の減 (△ 41,095 )
 (3)移動系無線更新の減 (△ 71,940 )
 (4)震災復興及び新型インフルエンザ等感染拡大防止基金積
　 立金を計上 (2,000,000 )
 (5)震災復興及び新型インフルエンザ等感染拡大防止基金利
　 子積立金を計上 (29,729 )

特　定　財　源 一　般　財　源

△ 71,563

　　 議案第１８号
令和５年度港区一般会計補正予算（第１０号）概要

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明

2
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２　総　務　費  (6)共同住宅の震災対策の減 (△ 38,841 )
（つづき）  (7)災害対策本部のデジタル化の減 (△ 7,072 )

10 地域の防災力の向上に要する経費の減 △ 547,279
 (1)在宅避難支援事業の減 (△ 547,279 )

11 いつでもどこでも行政サービスを享受できる環境の実現
 に要する経費の減 △ 17,697
 (1)戸籍システムの減 (△ 5,654 )

 (2)芝地区住民記録事務の減 (△ 12,043 )

12 健康づくりの積極的支援に要する経費の減 △ 240,549
 (1)大平台みなと荘管理運営の減 (△ 240,549 )

３　環境清掃費 6,793,259 △ 92,524 6,700,735 その他 １ 地球温暖化対策の推進に要する経費の減 △ 27,439
 (1)区内事業者の脱炭素加速化事業の減 (△ 19,975 )
 (2)地球温暖化等対策基金利子積立金を計上 (36 )
 (3)みなとモデル森林整備促進の減 (△ 7,500 )

２ 環境美化活動の推進に要する経費の減 △ 65,085
 (1)みなとタバコルール推進の減 (△ 14,119 )
 (2)赤坂地区みなとタバコルール推進の減 (△ 20,364 )
 (3)高輪地区みなとタバコルール推進の減 (△ 11,228 )
 (4)屋外密閉型喫煙場所等整備の減 (△ 19,374 )

４　民　生　費 71,825,632 △ 1,533,711 70,291,921 国庫支出金 △ 7,564 １ 港区の地域福祉を支える活動の支援に要する経費の減 △ 61,521
都支出金 △ 761,394  (1)福祉総合システム維持管理の減 (△ 17,875 )
その他 △ 157,394  (2)福祉総合システム再構築の減 (△ 87,782 )

 (3)国庫支出金等過年度分償還金を計上 (44,136 )

計 △ 926,352 ２ 日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実に要する
 経費の減及び更正 △ 513,401
 (1)高齢者福祉施設等整備基金利子積立金を計上 (572 )
 (2)養護老人ホーム等入所措置の減 (△ 25,585 )
 (3)高齢者デジタルデバイド解消事業の減 (△ 19,420 )
 (4)南青山一丁目福祉施設整備の減 (△ 391,267 )
 (5)特別養護老人ホーム維持管理の減 (△ 77,701 )

３ 誰もが安心して暮らせる地域づくりに要する経費の減及
 び更正 △ 9,275
 (1)新型コロナウイルス感染症対策在宅要介護者緊急一時支
　 援事業の減 (△ 9,275 )

４ 障害者が安心して暮らせる環境の整備に要する経費の減 △ 43,968
 (1)障害者福祉推進基金利子積立金を計上 (226 )
 (2)障害福祉サービス事業所等送迎バス等安全対策支援事業
　 の減 (△ 44,194 )

５ 心豊かで健康な生活への支援に要する経費の減 △ 843,769
 (1)芝地区いきいきプラザ（３館）管理運営の減 (△ 7,844 )

10,224 △ 102,748

△ 607,359

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源
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４　民　生　費  (2)赤坂地区いきいきプラザ（３館）管理運営の減 (△ 5,165 )
（つづき）  (3)白金台いきいきプラザ等大規模改修の減 (△ 830,760 )

６ 障害者の生活を支えるサービスの充実に要する経費の減 △ 146,350
 (1)障害保健福祉センター維持管理の減 (△ 47,410 )
 (2)（仮称）南青山二丁目公共施設整備の減 (△ 98,940 )

７ 子どもの健やかな成長を支援する総合的な施策の推進に
 要する追加経費を計上 557,878
 (1)国庫支出金等過年度分償還金を計上 (569,578 )
 (2)子育て王国基金利子積立金を計上 (1,370 )
 (3)赤坂子ども中高生プラザ管理運営の減 (△ 13,070 )

８ 保育園待機児童ゼロの継続に要する経費の減 △ 230,790
 (1)保育施設誘致促進事業の減 (△ 177,529 )
 (2)認証保育所運営助成を計上 (91,698 )
 (3)地域型保育事業を計上 (46,140 )
 (4)芝地区区立保育園（２園）管理運営の減 (△ 3,827 )
 (5)麻布地区区立保育園（５園）管理運営の減 (△ 88,695 )
 (6)赤坂地区区立保育園（３園）管理運営の減 (△ 8,000 )
 (7)東麻布保育園管理運営の減 (△ 85,800 )
 (8)赤坂地区港区保育室事業の減 (△ 4,777 )

９ 保育園における保育の質の向上に要する経費の減 △ 108,086
 (1)私立保育園特別助成の減 (△ 26,988 )
 (2)保育士等宿舎借り上げ支援事業の減 (△ 43,816 )
 (3)私立認可保育所等新型コロナウイルス感染症対策の減 (△ 32,287 )
 (4)保育所等送迎用バス等安全対策支援事業の減 (△ 195,693 )
 (5)区内私立保育園委託を計上 (190,698 )

10 支援が必要な子どもと家庭を確実に支えるに要する経費
 の減及び更正 △ 48,185
 (1)児童手当の減 (△ 29,785 )
 (2)多子世帯移動支援事業の減 (△ 4,998 )
 (3)バースデーサポート事業の減 (△ 13,402 )

11 子どもの未来を応援する施策の推進に要する経費の減 △ 37,000
 (1)エンジョイ・セレクト事業の減 (△ 37,000 )

12 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実に要する経費
 の減 △ 49,244
 (1)国庫支出金等過年度分償還金を計上 (54,301 )
 (2)住民税非課税世帯等生活支援給付金の減 (△ 307,080 )
 (3)生活保護を計上 (203,535 )

５　衛　生　費 8,477,666 11,925 8,489,591 都支出金 147 １ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進に要する経費
 の減 △ 94,400
 (1)診療所等オンライン資格確認システム導入支援事業の減 (△ 94,400 )

２ 快適で安心できる生活環境の確保に要する追加経費を計上 106,325
 (1)国庫支出金等過年度分償還金を計上 (106,325 )

11,778

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源
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６　産業経済費 4,933,851 0 4,933,851 都支出金 △ 13,389 １ 商工振興費の財源更正 -

７　土　木　費 20,702,843 △ 1,931,386 18,771,457 国庫支出金 △ 1,180,209 １ 誰にでもやさしいバリアフリーのまちづくりに要する経
都支出金 △ 168,082  費の減及び更生 △ 3,476
その他 348,730  (1)高輪地区放置自転車対策の減 (△ 3,476 )

計 △ 999,561 ２ 駐車施設の確保・整備に要する経費の減 △ 246,551
 (1)芝地区自転車等駐車場管理運営の減 (△ 4,696 )
 (2)芝浦港南地区自転車等駐車場管理運営の減 (△ 10,373 )
 (3)（仮称）飯倉公園自転車駐車場整備の減 (△ 213,157 )
 (4)一の橋公園自転車駐車場整備の減 (△ 18,325 )

３ 安全で安心に移動できる道路の整備に要する経費の減及
 び更正 △ 546,581
 (1)芝地区道路清掃の減 (△ 4,501 )
 (2)麻布地区歩道整備の減 (△ 60,460 )
 (3)赤坂地区歩道整備の減 (△ 4,575 )
 (4)高輪地区歩道整備の減 (△ 132,576 )
 (5)芝地区電線類地中化整備の減 (△ 54,390 )
 (6)麻布地区電線類地中化整備の減 (△ 4,942 )
 (7)麻布地区橋りょう維持管理の減 (△ 37,321 )
 (8)麻布地区橋りょうの整備の減 (△ 52,947 )
 (9)都市計画道路整備の減 (△ 194,869 )

４ 安全で快適に利用できる公共施設の整備に要する経費の減 △ 4,296
 (1)芝地区公衆便所維持管理の減 (△ 4,296 )

５ 災害に強いまちづくりに要する経費の減 △ 614,572
 (1)麻布地区河川等維持管理の減 (△ 19,243 )
 (2)建築物耐震改修等促進の減 (△ 434,173 )
 (3)がけ・擁壁改修助成の減 (△ 161,156 )

６ 都心機能を支え人にやさしい公園の整備に要する経費の減 △ 5,051
 (1)都市計画公園整備の減 (△ 5,051 )

７ 市街地再開発事業等諸制度の活用と支援に要する経費の
 減及び更正 △ 979,023
 (1)虎ノ門一・二丁目地区市街地再開発事業支援の減 (△ 959,023 )
 (2)鉄道駅総合改善事業の減 (△ 20,000 )

８ 快適な都心居住の実現に要する追加経費の計上及び更正 468,164
 (1)定住促進基金積立金を計上 (503,000 )
 (2)特定公共賃貸住宅維持管理の減 (△ 13,277 )
 (3)区営住宅維持管理の減 (△ 17,834 )
 (4)シティハイツ車町建替の減 (△ 3,725 )

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源

13,389

△ 931,825

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

5
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８　教　育　費 23,947,599 △ 3,920,486 20,027,113 国庫支出金 △ 50,615 １ 小学校入学前教育の充実に要する経費の減 △ 39,896
都支出金 △ 10,553  (1)私立幼稚園保育料等給付の減 (△ 30,212 ）

その他 △ 614,000  (2)私立幼稚園保護者補助金の減 (△ 6,684 ）

 (3)私立幼稚園送迎用バス等安全対策支援事業の減 (△ 3,000 )

計 △ 675,168 ２ 「徳」「知」「体」の育成に要する経費の減 △ 8,521
 (1)文化連合行事の減 (△ 4,083 )
 (2)教育課程外指導の減 (△ 4,438 )

３ 特別支援教育の推進に要する経費の減 △ 8,394
 (1)医療的ケア児の支援の減 (△ 8,394 )

４ 安全・安心で魅力ある教育環境の整備に要する経費の減 △ 3,765,791
 (1)小学校施設改修の減 (△ 60,170 ）

 (2)小学校普通教室化改修の減 (△ 53,600 ）

 (3)御田小学校仮校舎開設準備の減 (△ 15,000 ）

 (4)赤羽小学校等改築の減 (△ 26,700 ）

 (5)御田小学校改築の減 (△ 3,600,400 ）

 (6)中学校施設改修の減 (△ 6,713 ）

 (7)幼稚園用務運営の減 (△ 3,208 ）

５ 幼・小中一貫教育の推進に要する経費の減 △ 3,236
 (1)小学校教職員等検診事業の減 (△ 3,236 )

６ 図書館サービスの推進に要する経費の減 △ 94,648
 (1)区立図書館管理運営の減 (△ 94,648 )

10　諸支出金 8,359,666 8,944,921 17,304,587 国庫支出金 9,764 １ 財政調整基金利子積立金を計上 16,768
都支出金 45,484
その他 16,768 ２ 公共施設等整備基金積立金を計上 8,765,382

計 72,016 ３ 国民健康保険事業会計繰出金を計上 262,208

４ 後期高齢者医療会計繰出金の減 △ 99,437

歳出合計 174,933,099 1,955,046 176,888,145 △ 1,984,213 3,939,259

△ 3,245,318

8,872,905

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源

使用料及び手数料 △ 17
国庫支出金 △ 1,228,624
都支出金 △ 866,253
財産収入 △ 56,550
寄附金 1,044,377
繰入金 △ 861,487
諸収入 △ 15,659

△ 1,984,213計

　特別区税 4,223,159
　利子割交付金 △ 108,608
  地方消費税交付金 △ 455,839
　繰越金 280,547

　計 3,939,259

6
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歳入（財源）の主な内訳 （単位：千円）

 ２　繰越明許費補正

    追　    　加 （単位：千円）

款

 ３　債務負担行為補正

    変　    　更

    廃　    　止 　（単位：千円）

　（単位：千円）

項

５　衛　生　費 １　保健衛生費 74,898

事　業　名

新型コロナウイルスワクチン接種

金　額

補正額 補　正　の　主　な　内　訳

特別区税 4,223,159 　特別区民税3,569,819、特別区たばこ税653,340

利子割交付金 △ 108,608 　利子割交付金△108,608

地方消費税交付金 △ 455,839 　地方消費税交付金△455,839

使用料及び手数料 △ 17 　その他施設等使用料△17

国庫支出金 △ 1,228,624

都支出金 △ 866,253 　地方創生臨時交付金△307,080、地域密着型サービス等整備推進事業費△164,910、耐震化促進費△101,057

財産収入 △ 56,550 　建物賃貸料△106,487、基金利子49,937

寄附金 1,044,377 　指定寄附金884,847、一般寄附金159,530

繰入金 △ 861,487 　教育施設整備基金繰入金△614,000、高齢者福祉施設等整備基金繰入金△87,121、定住促進基金繰入金△82,898

繰越金 280,547 　令和５年度の繰越金5,827,540　-　令和５年度既予算計上額（当初2,000,000　+　補正3,546,993）

諸収入 △ 15,659 　掘さく道路復旧収入△36,500、雑入20,841

1,955,046

　社会資本整備総合交付金△1,022,384、保育対策総合支援費△216,499、地域防災拠点建築物整備緊急促進費△157,825、
　生活保護費152,650

合　　計

款

浦島橋の補修及びＰＣＢ含有塗膜除去 令和６年度～令和７年度 357,099 令和６年度～令和７年度 371,054

事　項
補正前 補正後

期　間 限度額 期　間 限度額

御田小学校改築 令和６年度～令和８年度 5,401,139 － －

(仮称）飯倉公園自転車駐車場整備 令和６年度 282,000 － －

赤羽幼稚園等改築（昇降機） 令和６年度～令和８年度 40,202 － －

期　間 限度額

白金台いきいきプラザ等大規模改修 令和６年度～令和７年度 1,267,061 － －

事　項
補正前 補正後

期　間 限度額

7
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　１　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

１　総 務 費 544,260 0 544,260 １ 国民健康保険資格管理の財源更正 -

２　保険給付費 13,625,443 974,320 14,599,763 国民健康保険料 １ 一般被保険者療養給付を計上 798,905

都支出金 964,682

２ 一般被保険者療養費支給を計上 4,896

３ 一般被保険者高額療養費支給を計上 162,291

４  出産育児一時金支給の計上及び財源更正 8,228

３ 国民健康保険 9,903,914 △ 40,710 9,863,204 国民健康保険料 １ 一般被保険者医療給付費分納付金の減及び財源更正 △ 21,102
　 事業費納付金 都支出金

その他 ２ 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金の財源更正 -

３ 介護納付金分納付金の減及び財源更正 △ 19,608

５　保健事業費 181,117 0 181,117 都支出金 １ 特定健康診査の財源更正 -
その他

２ 特定保健指導の財源更正 -

６　諸支出金 75,394 126,776 202,170 その他 １ 保険給付費等交付金償還金を計上 126,381

２ その他償還金を計上 395

歳出合計 24,430,129 1,060,386 25,490,515

　国民健康保険料
　都支出金
　国庫支出金 1,317
　繰入金
　繰越金
　　　計

262,208
△ 47,377
1,060,386

△ 14,352

126,776

1,060,386

△ 88,344
932,582

△ 97,597
△ 46,452

103,339

14,352

9,253

その他 385

議案第１９号

令和５年度港区国民健康保険事業会計補正予算（第２号）概要

補　正　額　の　財　源　内　訳 補　　正　　額　　の　　説　　明
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　１　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

１　総 務 費 161,937 0 161,937 １ 一般職員の財源更正 -

２ 後期高齢者医療保険料収納の財源更正 -

２　広域連合 6,055,789 80,286 6,136,075 後期高齢者医療保険料 １ 東京都後期高齢者医療広域連合負担金の計上及び財源更正 80,286
　　負 担 金 その他

歳出合計 6,467,039 80,286 6,547,325

　後期高齢者医療保険料
　繰入金
　繰越金
　　　計

90,549
△ 99,437

89,174
80,286

90,549
△ 10,263

80,286

議案第２０号

令和５年度港区後期高齢者医療会計補正予算（第１号）概要

補　正　額　の　財　源　内　訳 補　　正　　額　　の　　説　　明
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１　議案第１７号　令和５年度港区一般会計補正予算（第９号）

 （１）補正額の説明 （単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

0 362,350 362,350

 （２）繰越明許費補正の説明

（追  加） （単位:千円）

款

補正予算補足資料

事　　　業　　　名

民
生
費

住民税非課税世帯等生活支援給付金（均等割
のみ課税世帯及び子ども加算分）

　物価高騰による影響を受けている住民税均等割のみ課税世帯を支援するため、１世帯当た
り10万円の給付金を支給します。住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に対し、
18歳以下の世帯員を対象に１人当たり５万円の給付金を支給します。

　【特定財源】都支出金（地方創生臨時交付金）　      　　　　　　 362,350千円

事　　業　　名 金額

民
生
費

住民税非課税世帯等生活支援給付金（均等割のみ課税世帯及
び子ども加算分）

426,737

　住民税非課税世帯等生活支援給付金（均等割のみ課税世帯及び子ども加算分）の支給が令
和６年度に及ぶため、その経費と財源を繰り越します。

令和６年２月７日 資料№３－３

保 健 福 祉 常 任 委 員 会
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２　議案第１８号　令和５年度港区一般会計補正予算（第１０号）

（１）補正額の説明

　　ア　増額補正事業（23事業）　　            　　 　　    　13,258,038千円
（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

2,249 987 3,236

63,100 371,000 434,100

102 38 140

100 100 200

415 211 626

2,000,000 2,000,000 4,000,000

54,387 29,729 84,116

74 36 110環
境
清
掃
費

地球温暖化等対策基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

みなとパートナーズ基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

文化芸術振興基金積立金

　文化芸術振興基金への積立金を追加します。

文化芸術振興基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

事　　　業　　　名

総
務
費

安全安心施設対策基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

みなとパートナーズ基金積立金

　みなとパートナーズ基金への積立金を追加します。

震災復興及び新型インフルエンザ等感染拡大
防止基金積立金

　震災復興及び新型インフルエンザ等感染拡大防止基金への積立金を追加します。

震災復興及び新型インフルエンザ等感染拡大
防止基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

686 44,136 44,822

1,164 572 1,736

446 226 672

　

144,127 569,578 713,705

2,201 1,370 3,571

818,992 91,698 910,690

659,687 46,140 705,827

　

6,683,494 190,698 6,874,192

0 54,301 54,301

区内私立保育園委託

　公定価格の増額改定に伴い、区内私立保育園委託経費の支払いに要する経費を追加しま
す。

　　【特定財源】国庫支出金（保育園費）　　　　　　　　　　　　　　61,073千円
　　　　　　　　都支出金（保育園費）　　　　　　　　　　　　　　　21,904千円

国庫支出金等過年度分償還金

　生活保護費に計上する事業に交付された国庫支出金について、令和４年度分の精算に伴う
返還金を計上します。

子育て王国基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

認証保育所運営助成

　認証保育所運営助成の在籍児童数が当初の見込を上回るため、補助に要する経費を追加し
ます。

地域型保育事業

　公定価格の増額改定及び在籍児童数の増加に伴い、給付費の支払いに要する経費を追加し
ます。

　　【特定財源】国庫支出金（保育園費）　　　　　　　　　　　　　　16,062千円
　　　　　　　　都支出金（保育園費）　　　　　　　　　　　　　　　 5,760千円
　　　　　　　　都支出金（居宅訪問型保育促進費） 　　　　　　　　　6,712千円

事　　　業　　　名

民
生
費

国庫支出金等過年度分償還金

　社会福祉費に計上する事業に交付された国庫支出金等について、令和４年度分等の精算に
伴う返還金を追加します。

高齢者福祉施設等整備基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

障害者福祉推進基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

国庫支出金等過年度分償還金

　児童福祉費に計上する事業に交付された国庫支出金等について、令和４年度分等の精算に
伴う返還金を追加します。
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

4,689,871 203,535 4,893,406

1 106,325 106,326

369,000 503,000 872,000

37,230 16,768 53,998

0 8,765,382 8,765,382

2,957,265 262,208 3,219,473

　　イ　減額補正事業【契約落差による減】（31事業）     　 　△ 1,401,065千円

（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

41,571 △ 3,298 38,273

11,794 △ 5,768 6,026

                                                                

事　　　業　　　名

総
務
費

芝地区区民協働スペース管理運営

　きらきらプラザ新橋建物管理業務委託の契約落差による減

魅力ある区政情報の発信

　外国語版暮らしのガイド企画・編集業務委託の契約落差による減

諸
支
出
金

財政調整基金利子積立金

　基金利子の積立金を追加します。

公共施設等整備基金積立金

　公共施設等整備基金への積立金を計上します。

国民健康保険事業会計繰出金

　国民健康保険事業会計の歳入歳出予算の補正に伴い繰出金を追加します。

　【特定財源】国庫支出金（国民健康保険保険基盤安定等費）         　 9,764千円
　　　　　　　都支出金（国民健康保険保険基盤安定等費）         　  56,109千円

衛
生
費

国庫支出金等過年度分償還金

　保健衛生費に計上する事業に交付された国庫支出金等について、令和４年度分の精算に伴
う返還金を計上します。

土
木
費

定住促進基金積立金

　定住促進基金への積立金を追加します。

事　　　業　　　名

民
生
費

生活保護

　医療扶助の支給額の増加に伴い生活保護費を追加します。

　【特定財源】国庫支出金（生活保護費）　　　　　　　 　　　　　　 152,650千円
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

171,367 △ 5,982 165,385

160,699 △ 20,248 140,451

272,654 △ 41,095 231,559

24,623 △ 7,072 17,551

867,565 △ 547,279 320,286

825,377 △ 240,549 584,828

52,206 △ 20,364 31,842

21,821 △ 11,228 10,593

535,799 △ 7,844 527,955

環
境
清
掃
費

赤坂地区みなとタバコルール推進

　赤坂地区みなとタバコルール清掃等業務委託の契約落差による減

高輪地区みなとタバコルール推進

　高輪地区みなとタバコルール清掃等業務委託の契約落差による減

民
生
費

芝地区いきいきプラザ（３館）管理運営

　三田いきいきプラザ中規模改修工事実施設計業務委託の契約落差による減

事　　　業　　　名

総
務
費

区民の声センター運営

　区民の声センター運営業務委託の契約落差による減

デジタル社会の実現に向けたＩＣＴ推進

　情報システムアドバイザー業務委託の契約落差による減

地域災害情報システム等構築

　地域災害情報システム構築業務委託の契約落差による減

災害対策本部のデジタル化

　災害対策本部映像・音響設備等の購入及びシステム構築業務委託の契約落差による減

在宅避難支援事業

　携帯トイレ購入の契約落差による減

大平台みなと荘管理運営

　大平台みなと荘外壁等改修工事の契約落差による減
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

189,254 △ 5,165 184,089

1,134,961 △ 47,410 1,087,551

733,800 △ 98,940 634,860

40,412 △ 13,402 27,010

420,772 △ 37,000 383,772

217,779 △ 8,000 209,779

89,264 △ 4,696 84,568

139,904 △ 10,373 129,531

405,715 △ 18,325 387,390

民
生
費

赤坂地区いきいきプラザ（３館）管理運営

　青山いきいきプラザ浴室修繕工事の契約落差による減

障害保健福祉センター維持管理

　障害保健福祉センター加圧給水ポンプ等改修工事の契約落差による減

（仮称）南青山二丁目公共施設整備

　南青山保育園建具改修工事の契約落差による減

土
木
費

芝地区自転車等駐車場管理運営

　浜松町駅北口自転車等駐車場壁面塗装工事の契約落差による減

芝浦港南地区自転車等駐車場管理運営

　田町駅東口自転車等駐車場止水板設置工事の契約落差による減

一の橋公園自転車駐車場整備

　一の橋公園自転車駐車場整備工事の契約落差による減

　（仮称）南青山二丁目公共施設整備工事の契約落差による減

バースデーサポート事業

　バースデーサポート事業業務委託の契約落差による減

　　【特定財源】都支出金（とうきょうママパパ応援事業補助金）　　  △13,402千円

エンジョイ・セレクト事業

　エンジョイ・セレクト事業業務委託の契約落差による減

赤坂地区区立保育園（３園）管理運営

事　　　業　　　名
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

86,673 △ 4,501 82,172

　

14,531 △ 4,296 10,235

346,655 △ 60,460 286,195

　

66,027 △ 19,243 46,784

　

382,782 △ 13,277 369,505

221,364 △ 17,834 203,530

　

13,629 △ 3,725 9,904

1,483,208 △ 60,170 1,423,038

359,071 △ 53,600 305,471

教
育
費

小学校施設改修

　麻布小学校大規模改修工事実施設計業務委託の契約落差による減

小学校普通教室化改修

　港南小学校普通教室化改修工事の契約落差による減

特定公共賃貸住宅維持管理

　シティハイツ桂坂外壁改修工事の契約落差による減

区営住宅維持管理

　シティハイツ芝浦止水板等設置工事の契約落差による減

シティハイツ車町建替

　シティハイツ車町等新築工事ＺＥＨ水準反映設計業務委託の契約落差による減

事　　　業　　　名

土
木
費

芝地区道路清掃

　芝地区道路清掃業務委託の契約落差による減

芝地区公衆便所維持管理

　芝地区公衆便所及び公園便所等清掃業務委託の契約落差による減

麻布地区歩道整備

　麻布十番一・二丁目道路設計業務委託の契約落差による減

麻布地区河川等維持管理

　古川流路整正及び清掃業務委託の契約落差による減

　【特定財源】都支出金（事務処理特例交付金）　　　　　　　　　　　△11,545千円
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

805,721 △ 6,713 799,008

76,409 △ 3,208 73,201

　　ウ　減額補正事業【入札不調等に伴う事業見送り等による減】（20事業）　△ 5,734,247千円　　      　　　　　    　   　    　   

（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

22,000 △ 22,000 0

1,868,134 △ 349,868 1,518,266

44,366 △ 5,654 38,712

365,967 △ 12,043 353,924

113,647 △ 87,782 25,865

49,000 △ 44,194 4,806

民
生
費

福祉総合システム再構築

　福祉総合システム再構築のスケジュールの変更による減

障害福祉サービス事業所等送迎バス等安全対
策支援事業

　東京都が直接事業を行ったことに伴う事業実施の見送りによる減

事　　　業　　　名

総
務
費

行政サービスのプラットフォーム構築

　オンライン上における行政サービスの窓口を一本化するプラットフォーム構築に向けた基
礎調査のスケジュールの変更による減

庁内情報機器等管理運用

　データセンター回線工事のスケジュールの変更による減

戸籍システム

　戸籍に氏名の振り仮名を記載するためのシステムの改修スケジュールの変更による減

芝地区住民記録事務

　住民基本台帳閲覧システムのサーバ機器等の更新スケジュールの変更による減

教
育
費

中学校施設改修

　三田中学校及び高陵中学校設備改修工事実施設計業務委託の契約落差による減

幼稚園用務運営

　用務等業務委託の契約落差による減

                                                                

事　　　業　　　名
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

892,550 △ 830,760 61,790

662,028 △ 77,701 584,327

280,869 △ 13,070 267,799

114,942 △ 3,827 111,115

341,239 △ 88,695 252,544

511,242 △ 85,800 425,442

40,622 △ 3,476 37,146

213,157 △ 213,157 0

246,859 △ 4,575 242,284

　南麻布保育園電気設備改修工事の入札不調による減

東麻布保育園管理運営

　改修工事に伴う仮設厨房賃貸借の実施方法変更による減

土
木
費

高輪地区放置自転車対策

　高輪ゲートウェイ駅第二暫定自転車駐車場の移設見送りによる減

(仮称）飯倉公園自転車駐車場整備

　(仮称）飯倉公園自転車駐車場の整備中止による減

赤坂地区歩道整備

　赤坂六丁目道路設計業務委託の入札不調による減

民
生
費

白金台いきいきプラザ等大規模改修

　白金台いきいきプラザ等複合施設大規模改修工事のスケジュールの変更による減

特別養護老人ホーム維持管理

　特別養護老人ホームサン・サン赤坂等電気設備改修工事の入札不調による減

赤坂子ども中高生プラザ管理運営

　赤坂子ども中高生プラザの電気設備改修工事の入札不調による減

芝地区区立保育園（２園）管理運営

　芝保育園高圧気中開閉器設置工事の入札不調による減

麻布地区区立保育園（５園）管理運営

事　　　業　　　名
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

145,779 △ 132,576 13,203

51,644 △ 37,321 14,323

344,821 △ 26,700 318,121

4,407,129 △ 3,600,400 806,729

1,269,870 △ 94,648 1,175,222

　　エ　減額補正事業【実績等による減】（44事業）　　　　　△ 4,167,680千円　　      　　　　　    　   　    　   

（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

63,762 △ 4,468 59,294

1,140,270 △ 126,173 1,014,097

行政情報システム標準化対応 808,128 △ 394,015 414,113

                                                                

事　　　業　　　名

総
務
費

港区版ふるさと納税

　団体応援補助金の実績による減

基幹系業務システム保守・運用

　基幹系業務システムのクラウド利用料の実績による減

　システム共通基盤に係る標準化対応作業の実績による減

教
育
費

赤羽小学校等改築

　赤羽幼稚園昇降機設備工事のスケジュールの変更による減

御田小学校改築

　御田小学校改築工事の入札不調による減

　【特定財源】国庫支出金（学校施設整備費）　　　　　　　　　　　　 △32,711千円

区立図書館管理運営

　赤坂図書館機械設備改修工事の入札不調による減

事　　　業　　　名

土
木
費

高輪地区歩道整備

　白金六丁目歩道整備工事の入札不調による減

麻布地区橋りょう維持管理

　小山橋のＰＣＢ塗膜除去工事の実施主体の変更による減

10
47



（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

48,175 △ 14,024 34,151

284,867 △ 15,441 269,426

472,987 △ 71,940 401,047

77,547 △ 38,841 38,706

22,010 △ 19,975 2,035

33,071 △ 7,500 25,571

429,807 △ 14,119 415,688

96,173 △ 19,374 76,799

116,317 △ 17,875 98,442

422,565 △ 25,585 396,980

民
生
費

福祉総合システム維持管理

　法改正等の対応に向けたシステム改修の実績による減

養護老人ホーム等入所措置

　養護老人ホーム入所者数の実績による減

環
境
清
掃
費

区内事業者の脱炭素加速化事業

　脱炭素アドバイザー派遣の申請実績による減

みなとモデル森林整備促進

　港区テナント店舗等の木質化モデル創出事業助成金の申請実績による減

みなとタバコルール推進

　密閉型指定喫煙場所維持管理費の実績による減

屋外密閉型喫煙場所等整備

　屋外密閉型喫煙場所整備の実績による減

事　　　業　　　名

総
務
費

ＡＩ・ＲＰＡによる業務効率化の推進

　ＲＰＡ（作業をコンピュータが代行する自動化技術）導入の実績による減

通信施設等維持管理

　震度計及び防災行政無線関連機器保守の実績による減

移動系無線更新

　移動系無線更新の実績による減

共同住宅の震災対策

　エレベーター用防災チェア等配付の実績による減

11
48



（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

107,636 △ 19,420 88,216

402,151 △ 391,267 10,884

9,552 △ 9,275 277

1,249,466 △ 177,529 1,071,937

522,006 △ 26,988 495,018

1,155,722 △ 43,816 1,111,906

37,506 △ 32,287 5,219

377,000 △ 195,693 181,307

　私立認可保育園の特別助成の実績による減

保育士等宿舎借り上げ支援事業

　保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（保育対策総合支援費）　　　　　　　　　　△17,706千円
　　　　　　　都支出金（保育従事職員宿舎借り上げ支援費）　　　　　△11,446千円

私立認可保育所等新型コロナウイルス感染症
対策

　新型コロナウイルス感染拡大防止に係る物品等の購入費補助金の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（保育対策総合支援費）　　　　　　 　　　 △16,143千円

保育所等送迎用バス等安全対策支援事業

民
生
費

高齢者デジタルデバイド解消事業

　高齢者へのスマートフォン貸出の実績による減

　【特定財源】都支出金（子ども・長寿・居場所事業推進費）　　　　　△19,420千円

南青山一丁目福祉施設整備

　南青山一丁目福祉施設整備に対する補助金の実績による減

　【特定財源】都支出金（地域密着型サービス等整備推進事業費）　　 △164,910千円
　　　　　　　都支出金（認知症高齢者グループホーム整備促進事業費）△99,013千円

新型コロナウイルス感染症対策在宅要介護者
緊急一時支援事業

　緊急一時支援事業の利用実績による減

　【特定財源】都支出金（在宅要介護者受入体制整備費）　　　　　 　  △9,275千円

保育施設誘致促進事業

　私立認可保育園等の整備費及び建物賃借料の補助の実績による減

　【特定財源】都支出金（待機児童解消支援費）　 　　　　　　　　　 △95,072千円
　　　　　　　都支出金（保育所設置促進費） 　　　　　　　　　　　 △67,556千円

私立保育園特別助成

　保育所等送迎用バス等安全対策支援事業の申請実績による減

　【特定財源】国庫支出金（保育対策総合支援費）　　　　　　　　　 △182,650千円
　　　　　　　都支出金（保育所等送迎バス等安全対策事業費）　　　  △13,043千円

事　　　業　　　名
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

2,288,291 △ 29,785 2,258,506

87,614 △ 4,998 82,616

375,432 △ 4,777 370,655

1,301,520 △ 307,080 994,440

124,021 △ 94,400 29,621

309,426 △ 54,390 255,036

69,923 △ 4,942 64,981

266,305 △ 52,947 213,358

1,680,638 △ 194,869 1,485,769

衛
生
費

診療所等オンライン資格確認システム導入支
援事業

　港区診療所等オンライン資格確認システム導入支援助成金の申請実績による減

土
木
費

芝地区電線類地中化整備

　新橋四丁目電線共同溝等の支障施設の移設実績による減

麻布地区電線類地中化整備

　東麻布二丁目電線共同溝の支障施設の移設実績による減

麻布地区橋りょうの整備

　五之橋架替工事に伴う交通誘導員配置の実績による減

都市計画道路整備

　都市計画道路整備の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（社会資本整備総合交付金）　　　　　　　  △70,000千円
　　　　　　　都支出金（都市計画交付金）　　　　　　　　　　　 　 △41,736千円

事　　　業　　　名

民
生
費

児童手当

　児童手当の支給実績による減

　【特定財源】国庫支出金（児童手当費）　　　　　　　　　　　　　　△20,850千円
　　　　　　　都支出金（児童手当費）　　　　　　　　　　　　　　　 △4,468千円

多子世帯移動支援事業

　子どもタクシー利用券の給付実績による減

赤坂地区港区保育室事業

　赤坂地区港区保育室に配置する障害児保育加配職員の実績による減

住民税非課税世帯等生活支援給付金

　住民税非課税世帯等生活支援給付金の実績による減

　【特定財源】都支出金（地方創生臨時交付金）　　　　　　　　　　 △307,080千円
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

83,564 △ 5,051 78,513

2,464,000 △ 959,023 1,504,977

42,000 △ 20,000 22,000

1,034,426 △ 434,173 600,253

200,640 △ 161,156 39,484

550,229 △ 30,212 520,017

185,626 △ 6,684 178,942

18,000 △ 3,000 15,000

教
育
費

私立幼稚園保育料等給付

　私立幼稚園等園児保護者に対する給付の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（幼稚園費）　　　　　　　　　　　　　　  △15,106千円
　　　　　　　都支出金（幼稚園費）　  　　　　　　　　　　　　　　 △7,553千円

私立幼稚園保護者補助金

　私立幼稚園等園児保護者に対する補助金の実績による減

私立幼稚園送迎用バス等安全対策支援事業

　私立幼稚園送迎バス等安全対策支援事業費補助金の実績による減
　
　【特定財源】都支出金（私立幼稚園等送迎バス等安全対策事業費） 　  △3,000千円

事　　　業　　　名

土
木
費

都市計画公園整備

　都市計画公園整備の実績による減
　
　【特定財源】都支出金（都市計画交付金）　　　　　　　　　　　　　 △3,244千円

虎ノ門一・二丁目地区市街地再開発事業支援

　社会資本整備総合交付金の交付実績に伴う市街地再開発事業等補助金の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（社会資本整備総合交付金）　　　　　　　 △959,023千円

鉄道駅総合改善事業

　京急品川駅の鉄道駅総合改善事業負担金の実績による減

　【特定財源】都支出金（都市計画交付金）　　　　　　　　　　　　  △10,500千円

建築物耐震改修等促進

　建築物耐震改修等助成の申請実績による減

　【特定財源】国庫支出金（社会資本整備総合交付金）　　　　　　   △107,211千円
　　　　　　　国庫支出金（地域防災拠点建築物整備緊急促進費）　   △157,825千円
　　　　　　　都支出金（耐震化促進費）　　　　　　　　　　　 　  △101,057千円

がけ・擁壁改修助成

　がけ・擁壁改修助成の申請実績による減
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

15,547 △ 4,083 11,464

176,253 △ 4,438 171,815

68,471 △ 8,394 60,077

137,957 △ 15,000 122,957

22,840 △ 3,236 19,604

2,308,470 △ 99,437 2,209,033

（追　加） （単位:千円）

款

（２）繰越明許費補正の説明

事　　　業　　　名　 金　　　額

衛
生
費

新型コロナウイルスワクチン接種 74,898

　新型コロナウイルスワクチン（令和５年秋接種）に係る経費の支出が令和６年度に及ぶた
め、その経費と財源を繰り越します。

御田小学校仮校舎開設準備

　仮校舎初度調弁の実績による減

小学校教職員等検診事業

　区立小学校教職員の定期総合等健康診断の実績による減

諸
支
出
金

後期高齢者医療会計繰出金

　後期高齢者医療会計の歳入歳出予算の補正に伴う繰出金の減

　【特定財源】都支出金（後期高齢者医療保険基盤安定費）　 　　     △10,625千円

事　　　業　　　名

教
育
費

文化連合行事

　音楽鑑賞教室の交通費の実績による減

教育課程外指導

　区立中学校に配置する部活動サポートスタッフの実績による減

医療的ケア児の支援

　区立幼稚園及び小・中学校に配置する看護師の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（教育支援体制整備費）　　　　　　　　　　 △2,798千円
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（３）債務負担行為補正の説明

（変　更） （単位:千円）

（廃　止） （単位:千円）

（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

11,645,264 798,905 12,444,169

131,884 4,896 136,780

（１）補正額の説明

事　　　業　　　名

保
険
給
付
費

一般被保険者療養給付

　一般被保険者の療養給付に要する経費を追加します。

　【特定財源】都支出金（普通交付金）　　　          　       　   798,905千円

一般被保険者療養費支給

　一般被保険者の療養費支給に要する経費を追加します。

　【特定財源】都支出金（普通交付金）　　　　　　　　　　　　　　    4,896千円

　赤羽幼稚園昇降機整備工事のスケジュール変更に伴い、債務負担行為を廃止します。

　御田小学校改築 － －

　御田小学校改築工事のスケジュール変更に伴い、債務負担行為を廃止します。

３　議案第１９号　令和５年度港区国民健康保険事業会計補正予算（第２号）

　白金台いきいきプラザ等大規模改修工事のスケジュール変更に伴い、債務負担行為を廃止しま
す。

　(仮称）飯倉公園自転車駐車場整備 － －

　(仮称）飯倉公園自転車駐車場の整備中止に伴い、債務負担行為を廃止します。

　赤羽幼稚園等改築（昇降機） － －

　労働基準法の時間外労働の上限規制に伴い、労務費が増加となるため、限度額を変更します。

事　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　白金台いきいきプラザ等大規模
　改修

－ －

事　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　浦島橋の補修及びＰＣＢ含有塗膜
　除去

令和６年度～令和７年度 371,054
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（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

1,614,061 162,291 1,776,352

141,000 8,228 149,228

6,876,135 △ 21,102 6,855,033

965,452 △ 19,608 945,844

1 126,381 126,382

51 395 446

（単位:千円）

款 補正前の額 補正額 計

6,055,789 80,286 6,136,075

４　議案第２０号　令和５年度港区後期高齢者医療会計補正予算（第１号）

（１）補正額の説明

事　　　業　　　名

広
域
連
合

負
担
金

東京都後期高齢者医療広域連合負担金

　東京都後期高齢者医療広域連合負担金を追加します。

国
民
健
康
保
険

事
業
費
納
付
金

一般被保険者医療給付費分納付金

　国民健康保険事業費納付金（一般被保険者医療給付費分）の実績による減

　【特定財源】国庫支出金（災害臨時特例補助金）　　　　　　　　　　　    32千円
　　　　　　　都支出金（保険者努力支援分等）　　　　　　　　　    △46,452千円

介護納付金分納付金

　国民健康保険事業費納付金（介護納付金分）の実績による減

諸
支
出
金

保険給付費等交付金償還金

　令和４年度分等の保険給付費等交付金の返還に要する経費を計上します。

その他償還金

　令和２年度分の国庫支出金の返還に要する経費を追加します。

事　　　業　　　名

保
険
給
付
費

一般被保険者高額療養費支給

　一般被保険者の高額療養費支給に要する経費を追加します。

　【特定財源】都支出金（普通交付金）　　　　　　　　　　　　　　　 162,291千円

出産育児一時金支給

　出産育児一時金の支給に要する経費を追加します。

　【特定財源】国庫支出金（健康保険組合等出産育児一時金臨時補助金）   1,010千円
　　　　　　　都支出金（特別調整交付金分）　　　　　　　　　　　   △1,410千円
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１ 第 1 号被保険者の推計 

（人） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

46,951 48,013 48,985 

※港区人口推計（令和５年３月）を基に住所地特例者推計値と他市住所地特例者推計値を加除

した値。 

※住所地特例者推計の計算方法：過去３年間の住所地特例新規登録者数の平均値に増加見込分

を加算。 

他市住所地特例者推計の計算方法：過去３年間の対象者の平均値。 

２ 介護保険事業費の見込み 

（１）総給付費の見込み                    約５３.６億円の増 

第８期計画期間の総給付見込み額  約 499.9 億円 

第９期計画期間の総給付見込み額  約 553.5 億円（約 10.7％増） 

（２）主な給付費増加要因 

  ○被保険者の増加に伴う要介護認定者の増      ２，１４４人の増 

・第８期推計（令和３年度～５年度）29,509 人 

・第９期推計（令和６年度～８年度）31,653 人（約 7.3％増）   

○新たな施設の整備に伴う給付費                           約５.７億円の増 

・地域密着型特別養護老人ホーム １施設（約 1.5 億円） 

（南青山一丁目、定員 29 人、R7.7 月開設予定） 

・認知症高齢者グループホーム  １施設（約 1.6 億円） 

（南青山一丁目、定員 27 人、R7.7 月開設予定） 

・小規模多機能型居宅介護施設  ３施設（約 2.6 億円） 

（南青山二丁目、R7.4 月開設予定）  

（芝浦四丁目、R8.1 月頃開設予定） 

（三田一丁目、R8.9 月開設予定） 

 〇介護報酬の改定（＋1.59％ 内 介護職員処遇改善 ＋0.98％）  約８.９億円の増 

３ 財源構成 

 総給付費は、約 553.5 億円(６年度 176.6 億円、７年度 185.7 億円、８年度 191.2 億円) 

となる見込みです。このうち、第１号被保険者の介護保険料で賄うのは、総給付費の２３ 

％（約 127.3 億円）と、調整交付金相当分（総給付費から包括的支援及び任意事業費を除

く）の約５％（暫定値 約 26.2 億円）で、合計 153.5 億円です。

 

 
 ４ 低所得者への配慮 

（１）所得の低い人の保険料 

○保険料の引き下げの継続 

第１段階から第３段階の料率は、国の軽減後料率よりも低い料率に設定します。 

（２）保険料所得段階の多段階化（17 段階から 19 段階へ） 

介護保険制度の持続可能性を確保する観点から、今後の給付費の増加を見据え、第

１号被保険者間での所得再分配機能を強化する（標準段階の多段階化、高所得者の標

準乗率の引上げ等）ことで、低所得者の保険料の上昇抑制を図る国の方針を踏まえ、

所得の高い第 17 段階の階層を３つの段階に細分化します。 

５ 保険料基準額を設定するにあたっての要因の増減（対前期） 

○調整交付金相当額の負担分    ２．８％→ ５.０％   約１２．２億円の増 

○目標介護保険料収納率の向上   ９７．９％→９８.３％    約０．６億円の減 

６ 保険料所得段階の更なる多段階化と介護保険給付準備基金の投入 

第９期改定では、合計所得 5,000 万円以上の所得段階を３つの段階に細分化し、新

たな保険料率を設定しました。合計所得 5,000 万円以上を対象に、以下２つのポイン

トのとおり、所得段階と保険料率を見直します。 

  ポイント① 合計所得 5,000 万円以上を対象とする段階の細分化 

  ポイント② ポイント①で細分化した所得段階の保険料率の見直し 

 現在、介護保険給付準備基金が約 25.5 億円あります。この基金から約 15.5 億円を

介護保険料基準額の上昇抑制に活用します。なお、被保険者の増加や介護給付費の増

加などを見据え、介護保険料を算定しましたが、第９期計画期間中の不測の事態に備

え、約 10 億円の基金を確保します。 

 

 

保険料収納必要額
（153.5億円－15.5億円）

約１３８億円

保険料基準額
月額　　６，４００円
年額　７６，８００円

前期比 基準額＋１５５円

保険料収納必要額
約１２９億円

保険料基準額
月額　　６，２４５円
年額　７４，９４０円

所得段階１７段階
所得段階１９段階

多段階化・料率の見直し・基準額引上げ

給付準備基金投入　１５．５億円給付準備基金投入　２．４億円

第　８　期 第　９　期

 第２号被保険者保険料  
約 150.9 億円, 27% 

第１号被保険者保険料 

約 127.3 億円, 23% 

調整交付金相当額の第１号被保険者負担分 

約 26.2 億円 5％ 

 国庫負担金 約 110.7 億円 
20% 

 都負担金 約 69.2 億円, 
12.5% 

 区負担金 約 69.2 億円, 
12.5% 

第９期 総給付費の財源構成割合 

第９期港区介護保険事業計画期間における介護保険料の改定について 

介護保険課 

令和６年２月７日 資料№３－４ 

保 健 福 祉 常 任 委 員 会 

１ 
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337,230円

296,013円

254,796円

217,326円

179,856円

146,133円

119,904円

104,916円

89,928円

82,434円

78,687円

74,940円 　

59,952円

44,964円

33,723円 （48,711円） 基準額
18,735円 （41,217円） 6,245円 ×1.05 ×1.10 ×1.20 ×1.40 ×1.60 ×1.95 ×2.40 ×2.90 ×3.40 ×3.95 ×4.50
（33,723円）

×0.25 ×0.45 ×0.60 ×0.80 ×1.00
（×0.45） （×0.55） （×0.65）

472,320円

430,080円

387,840円

345,600円

303,360円

261,120円

222,720円

184,320円

149,760円

122,880円

107,520円

92,160円
84,480円

80,640円
76,800円

61,440円 　 　

46,080円 基準額
34,560円 （46,464円）

19,200円 （42,240円） 6,400円
（32,256円） ×1.05 ×1.10 ×1.20 ×1.40 ×1.60 ×1.95 ×2.40 ×2.90 ×3.40 ×3.95 ×4.50 ×5.05 ×5.60 ×6.15
×0.25 ×0.45 ×0.60 ×0.80 ×1.00
（×0.42） （×0.55） （×0.605）

※第1～3段階の（）内の数字は、低所得者負担軽減前の金額及び料率を記載しています。

第16段階

合計所得
1,000万円以上
1,500万円未満

合計所得
1,500万円以上
2,000万円未満

第1７段階

382,194円

×5.10

本　人　課　税

合計所得
3,000万円以上
5,000万円未満

現　行 第８期介護保険事業計画の年間保険料(令和３年４月～令和６年３月）

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第10段階 第11段階 第12段階 第13段階 第14段階

本人非課税・世帯員課税

公的年金等収入＋
合計所得
80万円超

120万円以下

第15段階

生活保護・中国残留邦
人等支援給付受給者又
は老齢福祉年金受給者
で合計所得金額＋公的
年金等収入が80万円

以下

世帯全員非課税

合計所得
350万円以上
500万円未満

合計所得
500万円以上
750万円未満

合計所得
750万円以上
1,000万円未満

合計所得
2,000万円以上
3,000万円未満

合計所得
5,000万円以上

世帯全員非課税

公的年金等収入＋
合計所得

120万円超

公的年金等収入＋
合計所得

80万円以下

公的年金等収入＋
合計所得
８０万円超

合計所得
125万円未満

合計所得
125万円以上
190万円未満

合計所得
190万円以上
250万円未満

新　規 第９期介護保険事業計画の年間保険料(令和６年４月～令和９年３月）

第12段階

合計所得
250万円以上
350万円未満

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第13段階 第14段階 第15段階 第16段階 第17段階

本人非課税・世帯員課税

第８段階 第９段階 第10段階 第11段階

公的年金等収入＋
合計所得
80万円超

120万円以下

第７段階

公的年金等収入＋
合計所得

120万円超

公的年金等収入＋
合計所得

80万円以下

公的年金等収入＋
合計所得
８０万円超

合計所得
125万円未満

合計所得
125万円以上
190万円未満

合計所得
3,000万円以上
5,000万円未満

合計所得
190万円以上
250万円未満

合計所得
250万円以上
350万円未満

合計所得
350万円以上
500万円未満

合計所得
500万円以上
750万円未満

合計所得
750万円以上
1,000万円未満

合計所得
1,000万円以上
1,500万円未満

合計所得
5,000万円以上
7,500万円未満

合計所得
1,500万円以上
2,000万円未満

生活保護・中国残留邦
人等支援給付受給者又
は老齢福祉年金受給者
で合計所得金額＋公的
年金等収入が80万円

以下

第18段階 第19段階

合計所得
7,500万円以上

1億円未満

合計所得
1億円以上

本　人　課　税

合計所得
2,000万円以上
3,000万円未満

ポイント①

ポイント②

  ２
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